





































































































































せ と が わ
戸川雅
ま さ き
紀
【背景・目的】わが国の医療提供体制は、国民皆保険制度を土台とした、医師の自由
開業制と患者のフリーアクセスを特徴としており、医療法の規制の枠内において医
療施設の自由な競争が行われてきた。しかし、2014年の医療介護総合確保推進法の
成立後、地域ごとに医療施設の機能分化・連携を促進する動きが先鋭化しており、
病院管理者は地域から経営方針を問われる場面が増加した。本社病院支援課では、
重点支援病院・支援病院への経営支援を所掌業務としているが、経営支援にあたっ
ては、経営方針の策定を最初に行う。本社の分析データを提供し、担う病床機能、
地盤とする地区、強化する診療領域を病院経営陣と議論する。今回の発表では、当
該データ分析を全国の赤十字医療施設に対象を拡大して、広域的に市場動向を調査
したい。【方法】地域・性・年齢階級別将来人口推計（国立社会保障・人口問題研究所）
及び都道府県・性・疾患・年齢階級別受療率（厚生労働省2017年患者調査）のデータ
を用いて将来の入院医療需要を推計した。また、地域別人口動態を確認した。【結果・
考察】生産年齢人口に比べ高齢者人口の受療率は高く、高齢者の増える地域では将来
の入院医療需要（高齢者疾患）が増加するという結果が得られた。人口減少が必ずし
も患者減少に繋がらないことは朗報である。しかし、入院患者の高齢化は、急性期
病床の維持を目指す医療施設にとって、在院日数のコントロールをさらに難化させ
るおそれがある。したがって、急性期病床の維持を経営方針とするならば、後方病
院や介護施設との連携、一部病床の回復期・慢性期病床への機能転換等が経営課題
となるといえよう。【結語】地域の医療需要（介護需要）を定量的に把握した上で、そ
れら需要に対応する経営方針を確立し、職員が団結してその実現に向けて努力する
ことが経営改善の近道ではないかと考える。
